
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月13日

【四半期会計期間】 第74期第２四半期

(自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日)

【会社名】 株式会社アイレックス

【英訳名】 AIREX INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　髙橋　譲治

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町四丁目８番14号

【電話番号】 （03）3245-2011（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　加藤　哲也

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋本町四丁目８番14号

【電話番号】 （03）3245-2011（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　加藤　哲也

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

四半期報告書

 1/19



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 1,733,234 1,469,682 3,558,213

経常利益又は経常損失(△) (千円) 13,171 △100,194 130,926

親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する四
半期純損失(△)

(千円) △4,262 △86,967 158,174

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 33,594 △116,495 176,020

純資産額 (千円) 573,108 599,003 715,499

総資産額 (千円) 1,569,389 1,582,627 1,697,053

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △0.14 △2.96 5.38

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 3.12

自己資本比率 (％) 36.52 37.85 42.16

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 28,643 △109,800 88,497

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 36,646 △748 101,957

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △35

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 593,521 608,101 718,650
 

　

回次
第73期
第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △0.31 △2.98
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第73期第２四半期連結累計期間及び第74期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりませ

ん。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「当期純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）」としております。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループの属する情報サービス業界では、企業のIT投資動向の強まりを

反映して、社会インフラ関連、製造業関連及び自動車関連の各領域において、クラウドコンピューティングやビッ

グデータ、ＩｏＴ／Ｍ２Ｍ（Internet of Things／Machine to Machine）など、新たな技術を利用したシステム開

発の需要がますます高まってきております。

上記の中、当社グループでは、一貫して従来の主力領域である通信関連のソフトウェア開発から、社会インフラ

関連、自動車関連、製造業・流通業関連のソフトウェア開発への業務領域の拡大を図っております。しかしなが

ら、当第２四半期連結累計期間におきまして、本年３月に当社が受注しましたシステム構築受託プロジェクトにお

いて予定を大幅に上回る原価の発生が見込まれ、損失計上となることが明らかとなりましたので、当該プロジェク

トの今後の損失発生を現時点での見積原価をもとに算定し、受注損失引当金繰入額82,463千円を計上いたしまし

た。これらの結果、当第２四半期連結累計期間における業績は以下の通りとなりました。

 
当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高1,469,682千円（前年同期比15.2％減少）、営業損失103,150千円

（前年同期は営業利益9,125千円）、経常損失100,194千円（前年同期は経常利益13,171千円）となり、特別利益に

投資有価証券売却益26,209千円があったものの、親会社株主に帰属する四半期純損失は、86,967千円（前年同期は

親会社株主に帰属する四半期純損失4,262千円）となりました。

なお、当社グループの事業は、システム開発並びにこれらの付随業務を事業内容とする単一セグメントであるた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末の資産の部は1,582,627千円であり、前連結会計年度末の1,697,053千円に比

べ、114,425千円減少しています。主な内訳は、現金及び預金110,549千円の減少、受取手形及び売掛金

41,983千円の減少及び、仕掛品38,653千円の増加であります。

 
（負債の部）

　当第２四半期連結会計期間末の負債の部は983,624千円であり、前連結会計年度末の981,554千円に比べ、

2,069千円増加しています。主な内訳は、受注損失引当金82,463千円の計上、支払手形及び買掛金29,261千円

の減少及び、未払法人税等18,567千円の減少であります。

 

（純資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は599,003千円であり、前連結会計年度末の715,499千円に比べ、

116,495千円減少しています。これは、当第２四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失

86,967千円の計上及びその他有価証券評価差額金29,528千円の減少によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ110,549千円減少し、608,101千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、未払消費税等の減少55,133千円、た

な卸資産の増加38,653千円等により資金が減少しましたが、売上債権の減少41,983千円等により、109,800千

円の支出（前年同期は28,643千円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収

入41,262千円等により資金が増加しましたが、投資有価証券の取得による支出45,546千円により、748千円の

支出（前年同期は36,646千円の収入）となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、ありませんでした（前年同期もあり

ません）。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,669,000

Ａ種優先株式 16,000,000

計 181,669,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,417,400 29,417,400
㈱東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード)

(注)２、３

Ａ種優先株式
（注）４

16,000,000 16,000,000 ― (注)５、６、７

計 45,417,400 45,417,400 ― ―
 

（注）１．提出日現在発行数には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　　　２．完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

３．単元株式数は1,000株であります。

４．当該Ａ種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等であります。

５．当該Ａ種優先株式の特質

(1) 割当株式数が変更される旨

当該Ａ種優先株式は、当社普通株式の株価の下落により取得価額が修正され、取得請求権の行使により取

得と引換えに発行する普通株式の数が増加いたします。

(2) 割当株式数又は取得価額修正の基準及び修正の頻度

当該Ａ種優先株式の取得請求期間は平成23年３月１日以降とし、取得価額は平成24年３月１日以降、毎年

３月１日(以下、それぞれ「取得価額修正日」という。)に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる

30取引日の㈱東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値

(終値のない日数を除く。)に修正されるものであります。

(3) 取得価額修正の下限及び取得発行により発行すべき普通株式数の上限

取得価額修正の下限は25円であり、取得発行により発行すべき普通株式数の上限は64,000,000株でありま

す。

(4) 当社の決定による当該Ａ種優先株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

当社は、平成21年３月１日以降、いつでも当該Ａ種優先株式の全部または一部を次に定める金銭と引換え

に取得することができます。

　　取得と引換えに株主に交付する財産の内容

株式を取得するのと引換えに交付する財産は金銭とし、当該Ａ種優先株式１株につき交付する金銭の額

は発行価額に1.05を乗じた価額といたします。

６．Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。

 (1) 種類株式の名称 　　株式会社アイレックスＡ種優先株式

 (2) 発行株式数 　　　 16,000,000株

 (3) 発行価額 １株につき　金100円

 (4) 発行価額の総額 　　1,600,000,000円

 (5) 発行価額中の資本組入額 １株につき　 金50円

 (6) 資本組入額の総額 　　800,000,000円

 (7) 申込期日 　　平成18年２月27日

 (8) 払込期日 　　平成18年２月28日

 (9) 配当起算日 　　平成17年４月１日
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(10) 発行方法 　　第三者割当の方法により、引受人に割り当てる。

(11) 継続保有に関する事項 　　該当なし
 

(12) 剰余金の配当

(イ)Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者(以

下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)

または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１

株につき２円を上限として優先的に配当金（以下「優先配当金」という。）を支払う。

(ロ)中間配当は行わない。

(ハ)ある事業年度における優先配当金の不足額は、翌事業年度以降に累積しない。

(ニ)Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、優先配当金の額を超えて配当は行わない。

(13) 残余財産の分配

　当社は残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき100円を支払う。

　Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(14) 取得条項

当社は、平成21年３月１日以降、いつでもＡ種優先株式の全部または一部を次に定める金銭と引換えに取

得することができる。

　　取得と引換えに株主に交付する財産の内容

株式を取得するのと引換えに交付する財産は金銭とし、当該Ａ種優先株式１株につき交付する金銭の額

は発行価額に1.05を乗じた価額とする。

(15) 金銭を対価とする取得請求

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者は、直近事業年度の貸借対照表確定時の法令で定める「分配

可能額」から、２億円を控除した額を上限として、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することを請求す

ることができる。

①　取得と引換えに株主に交付する財産の内容

　取得の請求があったＡ種優先株式を取得するのと引換えに交付する財産は金銭とし、Ａ種優先株式１株

につき金100円を交付する。ただし、分配可能額は直近事業年度の貸借対照表確定時に剰余金の分配をした

場合は、当該分配額を分配可能額から控除した金額とする。　

②　取得請求が可能な期間

　　平成21年３月１日以降とする。

(16) 議決権

　Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者は、法令に別段の定めある場合を除き、Ａ種優先株式につい

て株主総会で議決権を有しない。

(17) 株式の併合又は分割

　当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(18) 新株引受権株式等の付与

　当社は、株主に新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株予約権付社債の引受権を与えるときは、各々

の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の、新株の引受権、新株予約権

の引受権または新株予約権付社債の引受権を同時に同一割合で与える。

(19) 普通株式を対価とする取得請求

　Ａ種優先株主は、その判断により、上記(15)①に代えて下記に定める条件に従い、下記①に定める期間内

に取得を請求することにより、１株につき、下記③から⑤に定める取得価額により、当社普通株式の交付と

引換えにＡ種優先株式を取得するよう請求することができる。

①　取得請求が可能な期間

　　平成23年３月１日以降とする。

②　Ａ種優先株式と引換えに発行すべき普通株式数

　　Ａ種優先株式の取得により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
 

取得発行により発行

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が取得請求のために

提出したＡ種優先株式の発行価額総額
÷取得価額

 

 

　　発行株式数の算出に当たり１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

③　当初取得価額

　　当初取得価額は50円とする。
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④　取得価額の修正

取得価額は、平成24年３月１日以降、毎年３月１日(以下、それぞれ「取得価額修正日」という。)に、

各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の㈱東京証券取引所における当社の普通株式の普

通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正される(修正後取得価額

は円位未満小数点第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期間の初日

から取得価額修正日の前日までの日に、下記⑤で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均

値は、下記⑤に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後取

得価額が当初取得価額の50％(以下「下限取得価額」という。ただし、下限取得価額は、下記⑤により取得

価額が調整された場合は調整後取得価額を調整前取得価額で除した比率(以下「調整比率」という。)に応

じて調整される。下限取得価額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を

下回る場合には下限取得価額をもって、また修正後取得価額が当初取得価額の150％(以下「上限取得価

額」という。ただし、上限取得価額は、下記⑤により取得価額が調整された場合は調整比率に応じて調整

される。上限取得価額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を上回る場

合には上限取得価額をもって修正後取得価額とする。

⑤　取得価額の調整

ⅰ　当社は、Ａ種優先株式発行後、本号ⅱに掲げる各事由により、当社の普通株式数に変更を生じる場合

または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「取得価額調整式」という。)をもっ

て取得価額を調整する。
 

    既発行
普通株式

＋
新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後

取得価額
＝
調整前

取得価額
×

時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
 

 

ⅱ　取得価額調整式によりＡ種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

(イ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行または当社

の有する当社の普通株式を処分する場合。

　調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降、これを適用する。

(ロ)株式分割により普通株式を発行する場合。

　調整後の取得価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。

　ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普

通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総

会の終結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の取得価額は、当該配

当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに取得請求をなした者に対しては、次の算出方法に

より、当社の普通株式を新たに発行する。
 

株式数＝

(

 

調整前

取得価額
－
調整後

取得価額 )
×
調整前取得価額をもって取得により

当該期間内に発行された株式数

調整後取得価額
 

 

　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(ハ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に取得請求される証券もしくは取得

できる証券又は新株予約権の行使によって発行される普通株式１株当たりの発行価額が時価を下回る

こととなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。

　調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取

得価額で取得され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。

ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

ⅲ　取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満にとどま

る限りは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後取得価額の調整を

必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の取得価額にそのつど算入する。

ⅳ(イ)取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

(ロ)取得価額調整式で使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日(ただし、本号ⅱ(ロ)ただし書の

場合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の㈱東京証券取引所における当社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数は除く。)とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ハ)取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日

がない場合は、調整後の取得価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。
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ⅴ　当社は、本号ⅱの取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が適当

と判断する取得価額の調整を行うものとする。

(イ)株式の併合、資本の減少、吸収分割、新設分割または合併のために取得価額の調整を必要とすると

き。

(ロ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要

とするとき。

(ハ)取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥　取得請求受付場所

　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

⑦　取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求書及びＡ種優先株式の株券が、上記⑥に記載する取得請求受付場所に到達

したときに発生する。ただし、Ａ種優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出は要しない。

(20) 取得請求後第１回目の普通株式への配当

　Ａ種優先株式と引換えに発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得の請求が４月１日から９

月30日までになされたときには４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、

それぞれ取得があったものとしてこれを支払う。

(21) 当社は、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(22) 議決権を有しないこととしている理由

　資本の増強に当たり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

(23) 単元株式数は1,000株であります。

７．Ａ種優先株式に係る欄外記載事項

(1) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

　　該当事項はありません。

(2) Ａ種優先株式に表示された権利の行使に関する事項についての当該Ａ種優先株式の所有者と当社との間の取

決めの内容

Ａ種優先株式について、当該Ａ種優先株式に付された各種権利の行使に関する事項についての所有者との

間の取決めはありません。

(3) 当社の株券の売買に関する事項についての、当該Ａ種優先株式の所有者と当社との間の取決めの内容

当該Ａ種優先株式の所有者は、当該Ａ種優先株式の発行日である平成18年２月28日から５年間において、

当該Ａ種優先株式の全部または一部を譲渡した場合には、直ちに、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株

式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を、当社に書面により報告する旨の確約を得ておりま

す。

また、当該Ａ種優先株式については、所有者が普通株式を取得請求するまでの期間において継続保有する

こと及び所有者が発行済株式総数の5％以上の当社株式を市場または証券会社以外に売却する場合、当社に

対して事前通知を行なうこと、並びにその場合において、当社が同条件以上の買取先を斡旋する場合は、所

有者は当社が指定する買取先に売却する旨の内諾を得ております。

(4) 当社の株券の貸借に関する事項についての、当該Ａ種優先株式の所有者と当社の特別利害関係者との間の取

決めの内容

　　当社の知る限り、当該取決めはありません。

(5) その他投資者の保護を図るため必要な事項

当該Ａ種優先株式の所有者との間で、当該Ａ種優先株式の内容を実質的に変更するような条件等の合意は

特にありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月30日 ─ 45,417,400 ― 80,000 ― 20,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

① 普通株式

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

TCSホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 16,706 56.79

北部通信工業株式会社 福島県福島市伏拝字沖27－１ 2,216 7.53

シグマトロン株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 1,339 4.55

コンピュートロン株式会社 群馬県前橋市問屋町１丁目11－２ 1,016 3.45

松　浦　行　子 東京都中央区 471 1.60

三　木　敬　也 北海道函館市 434 1.48

アイレックス役員持株会 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 339 1.15

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1丁目６－１ 300 1.02

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 281 0.96

日本コンベヤ株式会社 大阪府大東市緑が丘２丁目１－１ 200 0.68

計 ― 23,302 79.21
 

 

② Ａ種優先株式

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

TCSホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 16,000 100.00

計 ― 16,000 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

16,000,000
―

「１株式等の状況」の「(1)株式の総
数等」の「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

8,000
―

株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式
単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,400,000
29,400 同上

単元未満株式
普通株式

9,400
―

株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式

発行済株式総数 45,417,400 ― ―

総株主の議決権 ― 29,400 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株主に係る議決権の数１個が含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式679株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アイレックス

東京都中央区日本橋本町
四丁目８番14号

8,000 ― 8,000 0.03

計 ― 8,000 ― 8,000 0.03
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 718,650 608,101

  受取手形及び売掛金 447,440 405,456

  仕掛品 20,758 59,411

  預け金 133,172 133,769

  その他 45,662 56,555

  流動資産合計 1,365,684 1,263,294

 固定資産   

  有形固定資産 69,193 68,657

  無形固定資産 904 904

  投資その他の資産   

   投資有価証券 221,045 212,055

   その他 42,880 40,369

   貸倒引当金 △2,654 △2,654

   投資その他の資産合計 261,271 249,770

  固定資産合計 331,369 319,333

 資産合計 1,697,053 1,582,627

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 119,321 90,059

  短期借入金 200,000 200,000

  未払法人税等 24,767 6,199

  賞与引当金 79,626 92,673

  受注損失引当金 - 82,463

  その他 167,321 114,549

  流動負債合計 591,037 585,945

 固定負債   

  関係会社長期借入金 190,000 190,000

  役員退職慰労引当金 3,692 2,740

  退職給付に係る負債 181,075 198,003

  その他 15,750 6,935

  固定負債合計 390,517 397,679

 負債合計 981,554 983,624

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 80,000 80,000

  資本剰余金 35,710 35,710

  利益剰余金 517,101 430,134

  自己株式 △881 △881

  株主資本合計 631,930 544,962

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 83,568 54,040

  その他の包括利益累計額合計 83,568 54,040

 純資産合計 715,499 599,003

負債純資産合計 1,697,053 1,582,627
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 1,733,234 1,469,682

売上原価 1,459,540 1,347,130

売上総利益 273,693 122,552

販売費及び一般管理費 ※  264,568 ※  225,702

営業利益又は営業損失（△） 9,125 △103,150

営業外収益   

 受取利息 53 72

 受取配当金 2,997 2,104

 受取賃貸料 2,444 2,444

 その他 637 106

 営業外収益合計 6,132 4,728

営業外費用   

 支払利息 2,077 1,771

 その他 10 -

 営業外費用合計 2,087 1,771

経常利益又は経常損失（△） 13,171 △100,194

特別利益   

 投資有価証券売却益 19,123 26,209

 特別利益合計 19,123 26,209

特別損失   

 課徴金 15,000 -

 事業所閉鎖損失 7,565 -

 固定資産除却損 - 6

 特別損失合計 22,565 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

9,729 △73,991

法人税等 13,991 12,975

四半期純損失（△） △4,262 △86,967

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △4,262 △86,967
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純損失（△） △4,262 △86,967

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 37,856 △29,528

 その他の包括利益合計 37,856 △29,528

四半期包括利益 33,594 △116,495

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 33,594 △116,495

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

9,729 △73,991

 減価償却費 3,272 918

 課徴金 15,000 -

 事業所閉鎖損失 7,565 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △72 -

 賞与引当金の増減額（△は減少） 7,660 13,047

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 136 △951

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,949 16,928

 受注損失引当金の増減額（△は減少） - 82,463

 受取利息及び受取配当金 △3,050 △2,176

 支払利息 2,077 1,771

 投資有価証券売却損益（△は益） △19,123 △26,209

 売上債権の増減額（△は増加） 120,163 41,983

 たな卸資産の増減額（△は増加） △373 △38,653

 仕入債務の増減額（△は減少） △52,807 △29,261

 未払消費税等の増減額（△は減少） 32,036 △55,133

 その他 △62,838 △15,910

 小計 73,324 △85,175

 利息及び配当金の受取額 3,050 2,176

 利息の支払額 △2,080 △1,778

 課徴金の支払額 △15,000 -

 事業所閉鎖損失の支払額 △6,070 -

 法人税等の支払額 △24,580 △25,023

 営業活動によるキャッシュ・フロー 28,643 △109,800

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △4,078 △45,546

 投資有価証券の売却による収入 32,864 41,262

 その他 7,860 3,535

 投資活動によるキャッシュ・フロー 36,646 △748

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 財務活動によるキャッシュ・フロー - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 65,289 △110,549

現金及び現金同等物の期首残高 528,231 718,650

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  593,521 ※  608,101
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載する方法に変更しております。企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項

（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間における影響額はありません。
　
(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

報酬及び給与 129,852千円 121,848千円

賞与引当金繰入額 9,218千円 6,294千円

退職給付費用 2,967千円 2,216千円

役員退職慰労引当金繰入額 136千円 814千円
 

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

現金及び預金 593,521千円 608,101千円

現金及び現金同等物 593,521千円 608,101千円

   
 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当社グループは、システム開発並びにこれらの付随業務を事業内容とするシステム事業という単一セグメント

であります。会社別の利益分析等は行っておりますが、事業戦略の意思決定、経営資源の配分等は当社グループ

全体で行っているため、セグメント情報の開示は省略しております。
　

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

当社グループは、システム開発並びにこれらの付随業務を事業内容とするシステム事業という単一セグメント

であります。会社別の利益分析等は行っておりますが、事業戦略の意思決定、経営資源の配分等は当社グループ

全体で行っているため、セグメント情報の開示は省略しております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成27年９月30日)

金融商品関係の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がない

ため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成27年９月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がないた

め、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △0 円 14 銭 △2 円 96 銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
　　(千円)

△4,262 △86,967

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
金額（△）(千円)

△4,262 △86,967

    普通株式の期中平均株式数(株) 29,409,035 29,408,721

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

（注）前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月13日

株式会社アイレックス

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   廣   田  　 剛　　樹   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   野　　田  　 裕 　一 　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

レックスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイレックス及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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